
（別紙様式１）
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　 １　農家・農地等の概要

 

※農業委員会調べ

２　農業委員会の現在の体制

新制度に基づく農業委員会 R 5

 

中立委員 － 2

－ 0

女性 － 1

40代以下 － 0

7 7

農業委員数 14 14

認定農業者 － 11

認定農業者に準ずる者

     農業委員 定数 実数 地区数

定数 実数 農地利用最適化推進委員 7

任期満了年月日 年 7 月 19 日

 

7

農地台帳面積 582 55 55 0 0 637

遊休農地面積 6 1 1 0 0

580

経営耕地面積 306 22 20 2 0 328

牧草畑

耕地面積 556 24 24 0 0

単位:ｈａ

田 畑 計
普通畑 樹園地

副業的農家数 244 特定農業団体 0

集落営農組織 0

主業農家数 91
 

農業参入法人 3

準主業農家数 75 集落営農経営 0

販売農家数 410 40代以下 235 認定新規就農者 1

自給的農家数 443 女性 470 基本構想水準到達者 45

経営数（経営）

総農家数 843 農業就業者数 1008 認定農業者 105

30 日現在）

農家数(戸) 農業者数(人)

Ⅰ　農業委員会の状況 （令和 3 年 5 月

令和3年度の目標及びその達成に向けた活動計画

都 道 府 県 名 大阪府

農 業 委 員 会 名 泉佐野市 農業委員会



Ⅱ　担い手への農地の利用集積・集約化

１　現状及び課題

3 年
月現在）

 

２　令和3年度の目標及び活動計画

 

 

Ⅲ　新たな農業経営を営もうとする者の参入促進

１　現状及び課題

　

２　令和3年度の目標及び活動計画

 
 

活動計画 新規参入に向けた相談業務等への対応

課　　　　　題

新規就農者への支援強化

 

 

参入目標数 1 経営体 参入目標面積 0.2 ha

0 ha 0 ha 0.2 ha

経営体 0 経営体 1 経営体

H30年度新規参入者
が取得した農地面積

R1年度新規参入者
が取得した農地面積

R2年度新規参入者
が取得した農地面積

目標設定の考え方： 指針を考慮しながら、目標は8割をに担い手に集積する

活動計画

農地中間機構との連携：農林水産課、中間管理機構、農業協同組合と連携し
て、経営規模を縮小する農家や利用権の期間終了を迎える農地所有者等に積
極的に働きかけを行い、農地利用の集積集約化を図る。

 

新規参入の状況

H30年度新規参入者数 R1年度新規参入者数 R2年度新規参入者数

0

課　　　　　題
農業従事者の高齢化・担い手の不足による、休耕地が増加傾向にある。日根野、
土丸、大木地区については、所有者不在の農家が増えており、早急に対策を講じ
て利用集積を図る必要がある

 

目　　標
集積面積 2 ha （うち新規集積面積 2 ha)

集積率
（令和 580 ha 31 ha 5.35 ％5

現状 管内の農地面積 これまでの集積面積



Ⅳ　遊休農地に関する措置

１　現状及び課題
　

3 年
月現在）

２　令和3年度の目標及び活動計画

 
 

 
 

Ⅴ　違反転用への適正な対応

１　現状及び課題

　
3 年
月現在）

 
 

 

２　令和3年度の活動計画

5

課　　　　　題 違反転用は厳しい指導があることを、周知する取り組み実行する。

活動計画 8月に管内一斉農地パトロールの実施し、

 

その他

現状 管内の農地面積（Ａ） 違反転用面積（Ｂ）
（令和

580 ha 1 ha

月 1 月 ～ 2 月

月

調査方法
管内を区域ごとに地区担当の農業委員等による調査を実施。遊休している
場合は。土地所有者に直接働きかけを実施して、早期に対策を講じる。

農地の利用意向
調査

調査実施時期 調査結果取りまとめ時期

11 月 ～ 12

9 月 9 月 ～ 10

活
動
計
画

農地の利用状況
調査

調査員数（実数） 調査実施時期 調査結果取りまとめ時期

21 人 8 月 ～

目　　標

遊休農地の解 1 ha
目標設定
の考え方：

目標は０にすることであるが、当面前年度の状況を鑑みて設定する

%
5

課　　　　　題
市の山間部においては、高齢化と担い手不足とともに、鳥獣による農作物被害が
深刻であるため、離農する農家が増えている。

 

 

（令和
580 ha 7 ha 1.21

現状 管内の農地面積（Ａ） 遊休農地面積（Ｂ） 割合（Ｂ／Ａ×１００）


